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　当職らは国土交通省大臣官房官庁営繕部が建築を予定している参議院議員宿舎（以下「紀尾井町参議院議員宿舎」という）について、弁慶橋風致地区第２種Ｓ地域甲の審査基準に該当するか否かについて、以下のとおり意見を述べる。
第１　意見の趣旨
　　　紀尾井町参議院議員宿舎は、東京都風致地区条例第３条第３項及び第５条第５項、東京都風致地区条例に基づく許可の審査基準第２の４、弁慶橋風致地区Ｓ地域審査基準別表Ⅱ、における特別用途の要件に該当しない。
第２　意見の理由
　１　特別用途の要件の内容
　　　特別用途の要件の内容は、「公共性かつ公益性が認められる建築物等であって、当該位置以外ではその機能が十分に果たせない場合」である。
　２　公共性かつ公益性について
　（１）「特別用途」の公共性かつ公益性が認められる場合とは、地域防災上や地域住民の福祉の向上及び公共の通信事業等のために必要不可欠な場合などである。
　　　  本件の事業はいずれもこの例示に該当せず、また例示に準ずる場合でもない。
　（２）また、以下に述べるとおり紀尾井町参議院議員宿舎は、審査基準における公共性かつ公益性の要件に該当しない。
　３　補充性について
　　　参議院議員宿舎は既に清水谷参議院議員宿舎が存在し、この補充性の要件に該当しない。
第３　公共性かつ公益性の要件について
　１　国会は衆議院及び参議院の両議員で構成される国権の最高機関であり、両議院は全国民を代表する選挙された議員でこれを構成されている。
　　　両議院の議員の資格は法律で定められており、法律の定めるところにより国庫から相当額の歳費を受ける外、不逮捕特権や、免責特権などの特権を有する。
　　　以上のとおり、国会議員は国会を構成する者として、国の重要な政治的活動を担い、政治活動に関する調査活動など多くの活動を行うことが予定されている。
　２　ところで、国会議員は上記のとおり、政治活動及びこれに密接な関係を有する活動を行うことになるが、国会議員自身は公的活動以外にも私的活動も行うことになる。
　　　すなわち、国会議員は上記のとおり特殊な地位にある公的人間として、特権を与えられる等しているが、その全ての活動が公的活動というのではない。国会議員も一般的な生活を送っており、プライバシー権を有する私的な行動を行っている。
　　　このように、憲法上の機関と言われる地位にある者であっても、私人としての生活があり、純然たる私的行為を行うことは、当然であるとされている。例えば、天皇については以下のとおり解説されている。
「しかし、天皇もまた人である以上、私人としての生活があり、純然たる私的行為を行うことのあることは当然である。そして、私的行為それ自体は憲法の関与する問題でなく、散策、読書、生物学研究や相撲、野球観戦など原則的に自由である。皇室の祭祀ですら、皇室の私的宗教行為に属し、内廷費によってまかなわれる限り、自由が保証される。この場合は、宮内庁の経理する公金や公務員を使用してはならない。」（基本法コメンタール憲法第５版１９頁）
　　　従って、国会議員についても政治的行為を含む公的行為と私的行為が存在することになる。
　３　紀尾井町参議院議員宿舎は議員宿舎という用途に使用されることが明示されている。ところで、国会議員はこの議員宿舎で政治的活動を行うのではなく、一般的な生活起居を行うはずである。散策や読書など、政治的行為を離れ、私的な生活の場として本件宿舎を利用することが予定されている。国会議員が、議員活動を行う場としては、議員会館が与えられており、各議員はこの議員会館で政治的活動を行っているのである。
　４　紀尾井町参議院議員宿舎は従って、参議院議員の私的行為に資するものとして建築されるものであり、本件議員宿舎自体に公共性、公益性は全くない。また、本件議員宿舎は、３ＬＤＫ、７９㎡の広さがあり、家族が生活することを前提に設計されており、この点からも本件議員宿舎自体に公共性、公益性は認められない。
　　　仮に、このような私的行為まで公共性や公益性の名の下に特権を与えるとするならば、国会議員自身がプライバシーを全く有さず、私的行為を一切認められない存在となることを認めることになるはずである。
　　　以上、紀尾井町参議院議員宿舎が公共性及び公益性を有さないものであることは明らかである。
　５　仮に紀尾井町参議院宿舎が公共性及び公益性を有すると仮定すると、この議員宿舎は国会議員の議員活動の一環に対するものとして国家から支給されるものとなる。
ところで、憲法第４９条は、「両議院の議員は、法律の定めるところにより国庫から相当額の歳費を受ける。」と規定している。
これに基づき国会法第３５条は、「議員は、一般職の国家公務員の最高の給与額より少なくない歳費を受ける。」と規定している。
また、「国会における各会派に対する立法事務費の交付に関する法律」は、国会議員の歳費について具体的に定めている。さらに、「国会議員の立法に関する調査研究に資する為」会派単位で毎月議員一人につき６５万円の立法事務費が支給されている（「国会における角会派に対する立法事務費の交付に関する法律」）。また、職務遂行を補佐するための秘書２名、政策担当秘書１名が国費で付される（国会１３２条、「国会議員の秘書の給与等に関する法律」）。生活保障的な意味合いを持つ給付としては、慰弔金（歳費１２）、公務災害補償（歳費１２の３）、退職金（国会３６、「国会議員互助年金法」）などがある。
いずれにせよ歳費については全て法律で定められている。
紀尾井町参議院宿舎は何ら法律に基づいて貸与されるものではない。したがって、参議院は本件宿舎を歳費の一環として貸与するものではなく、一般の公務員と同様、公務員の生活の利便のために特殊な対価で貸与しているものとしか考えられない。
したがって、紀尾井町参議院宿舎は、この点においても公共性及び公益性を有するとは言えないのである。
第４　補充性について
　１　紀尾井町参議院宿舎は、当該位置以外ではその機能が十分果たせない場合に特別用途として認められることとなる。
　２　紀尾井町参議院宿舎は、参議院から概ね８００ｍ離れており、この距離は現在の清水谷参議院議員宿舎と同様である。
ところで、この８００ｍの距離というのは、徒歩で概ね１５分程度、車両を使用すると概ね数分程度の距離である。しかしながら、一般に国会議員がこのような近距離に住居を構える必要性は全くない。内閣を構成する議員であれば緊急に内閣を開催する必要性は認められるかもしれないが、国会議員はそもそもそのような緊急性のある行為を行うことを予定されていない。８００ｍの距離でなければ国会議員としての機能を十分果たせないなどと主張するのであれば、その主張は多くの国民に認められるものではないだろう。
　３　更に参議院は現在、清水谷議員宿舎を保有しており、この清水谷議員宿舎は定員を満たしていない。現実には、この議員宿舎で宿泊している議員は極めて少ないと考えられている。
また、この清水谷議員宿舎は、Ａ棟及びＢ棟で構成されており、Ａ棟及びＢ棟の各一棟ずつを再築するのであれば、この位置で建築することは十分可能である。
こうした方法をとらないのは、設計上の問題にすぎない。
また、風致地区内にある緑地をあえて破壊してまで当該位置に清水谷議員宿舎を移転しなければならない事情はない。むしろ、清水谷議員宿舎の現在地の方が、当該位置よりも議員宿舎の機能を果たすのに適している。すなわち、議員宿舎には多数の車の出入りが予想されるが、清水谷議員宿舎の出入口は道路に面し、出口と入口が１カ所ずつ確保され、車の出入りがスムーズに行えるのに対し、当該位置は、道路に直接面しておらず、計画によれば本件議員宿舎の出入口は１カ所しかないのであり、多数の車が出入りする際に混雑が生じるのは確実である。このように、当該位置は、議員宿舎の機能を果たすためには不向きな場所なのである。
　４　以上、紀尾井町参議院宿舎が当該位置以外ではその機能が十分果たせない場合とは到底認められず、特別用途と認めることは出来ない。
以上

